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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電磁波を伝送する導波路において、
　硬質誘電体からなり、前記電磁波の伝播方向に延在する導波路基体と、
　前記導波路基体の表面に形成された金属被覆層と、
を備え、
　前記導波路基体は、長辺をａ、短辺をｂ、前記電磁波の周波数をｆ、光速をｃ、前記硬
質誘電体の比誘電率をεrとしたときに、
【数２】

を満足する伝播モードに応じた長さの前記長辺及び前記短辺を有する矩形の断面形状に形
成されることを特徴とする導波路。
【請求項２】
　前記硬質誘電体は、純石英、石英化合物、アルミナ、或いはセラミックのいずれかであ
ることを特徴とする請求項１に記載の導波路。
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【請求項３】
　前記導波路基体は、アナログ回路部品として付加すべき機能に応じた平面形状を有する
ことを特徴とする請求項１または２に記載の導波路。
【請求項４】
　前記金属被覆層は、金属メッキによって形成された金属メッキ層であることを特徴とす
る請求項１～３のいずれか一項に記載の導波路。
【請求項５】
　前記金属メッキ層は、銅メッキによって形成された銅メッキ層であることを特徴とする
請求項４に記載の導波路。
【請求項６】
　前記金属被覆層は、前記金属メッキ層と前記導波路基体との密着性を高める目的で形成
された下地層を有することを特徴とする請求項４または５に記載の導波路。
【請求項７】
　電磁波を伝送する導波路の製造方法において、
　硬質誘電体を加工して前記電磁波の伝播方向に延在する導波路基体を作製する工程と、
　前記導波路基体の表面に金属被覆層を形成する工程と、
を有し、
　前記導波路基体を、長辺をａ、短辺をｂ、前記電磁波の周波数をｆ、光速をｃ、前記硬
質誘電体の比誘電率をεrとしたときに、
【数３】

を満足する伝播モードに応じた長さの前記長辺及び前記短辺を有する矩形の断面形状に形
成することを特徴とする導波路製造方法。
【請求項８】
　前記硬質誘電体として、純石英、石英化合物、アルミナ、或いはセラミックのいずれか
を用いることを特徴とする請求項７に記載の導波路製造方法。
【請求項９】
　前記硬質誘電体を加工して、アナログ回路部品として付加すべき機能に応じた平面形状
を有する前記導波路基体を作製することを特徴とする請求項７または８に記載の導波路製
造方法。
【請求項１０】
　前記導波路基体の表面に、前記金属被覆層として金属メッキによる金属メッキ層を形成
することを特徴とする請求項７～９のいずれか一項に記載の導波路製造方法。
【請求項１１】
　前記金属メッキ層として、銅メッキによる銅メッキ層を形成することを特徴とする請求
項１０に記載の導波路製造方法。
【請求項１２】
　前記導波路基体の表面に、前記金属メッキ層と前記導波路基体との密着性を高める目的
で下地層を形成した後、前記下地層の表面に前記金属メッキ層を形成することを特徴とす
る請求項１０または１１に記載の導波路製造方法。
【請求項１３】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の導波路が、回路基板の表面に設けられた溝部或い
は前記回路基板の内部に埋め込み実装される、または前記回路基板の表面に表面実装され
ることを特徴とする導波路実装構造。
【請求項１４】
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　請求項１～６のいずれか一項に記載の導波路を回路基板の表面に設けられた溝部に埋め
込み実装する工程、或いは前記導波路を前記回路基板の内部に埋め込み実装する工程、或
いは前記導波路を前記回路基板の表面に表面実装する工程を有することを特徴とする導波
路実装方法。
【請求項１５】
　請求項１３に記載の導波路実装構造によって構成されたアナログフロントエンドを備え
ることを特徴とする高周波通信モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
 本発明は、導波路、導波路製造方法、導波路実装構造、導波路実装方法及び高周波通信
モジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、マイクロ波やミリ波等の高周波の電磁波を伝送する導波路（導波管と同義）
として、矩形或いは円形の断面形状を有する中空の金属管で構成された中空導波路や、誘
電体に設けられた孔に金属を充填して疑似的な導波路の壁が形成された誘電体集積基板導
波路（ＳＩＷ：Substrate Integrated Waveguide）、液晶ポリマー等の高分子材料を誘電
体として用いる誘電体導波路などが知られている。
　下記特許文献１には、ミリ波フロントエンドを構成する部品の一つである結合器を、中
空導波路或いは誘電体導波路で構成する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－７３６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　近年では、免許不要で一般に広く開放されているミリ波帯域を利用して無線伝送を行う
ミリ波通信が、家庭向けやオフィス向けの大容量伝送技術として注目されている。昨今の
ＣＭＯＳ技術の発展により、ミリ波ＩＣチップの低コスト化の目途が立ったことから、ミ
リ波通信モジュールの開発が急ピッチで進んでいるが、今後は、ミリ波通信モジュールに
搭載されるアナログフロントエンドの小型化及び低損失化が要求される。
【０００５】
　上記のように、アナログフロントエンドを構成する部品に中空導波路や誘電体導波路を
用いる技術は従来から知られているが、中空導波路は、誘電体による波長短縮効果を得ら
れず、寸法が大きくなるという欠点があり、一方、液晶ポリマー等の高分子誘電体を用い
る誘電体導波路は、厚さ寸法を大きくすることができず、誘電正接（tanδ）も大きいた
め、伝送損失が大きいという欠点がある。
【０００６】
　また、近年、開発が進んでいるＳＩＷを、アナログフロントエンドを構成する部品に適
用することも考えられるが、このＳＩＷは、小型化を実現できても製造プロセスが複雑で
あるが故に製造コストが高く、さらに、銅損及び誘電体損の他、電磁放射損と表面波励振
損等の発生によってトータルの伝送損失が大きくなるという欠点がある。
【０００７】
　アナログフロントエンドの小型化及び低損失化は、ミリ波通信モジュール全体の小型化
及び低損失化（伝送効率の向上）につながる。しかしながら、上記のように、中空導波路
、誘電体導波路、ＳＩＷなどの従来の導波路は、それぞれ寸法が大きい、或いは伝送損失
が大きいという欠点があり、ミリ波通信モジュールのアナログフロントエンドを構成する
部品として要求される性能を満たしていない。
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【０００８】
 本発明は、上述した事情に鑑みてなされたものであり、従来よりも小型化及び低損失化
を実現可能な導波路、導波路製造方法、導波路実装構造、導波路実装方法及び高周波通信
モジュールを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するために、本発明に係る導波路は、電磁波を伝送する導波路において
、硬質誘電体からなり、前記電磁波の伝播方向に延在する導波路基体と、前記導波路基体
の表面に形成された金属被覆層と、を備え、前記導波路基体は、長辺をａ、短辺をｂ、前
記電磁波の周波数をｆ、光速をｃ、前記硬質誘電体の比誘電率をεrとしたときに、
【数４】

を満足する伝播モードに応じた長さの前記長辺及び前記短辺を有する矩形の断面形状に形
成されることが好ましい。
　本発明に係る導波路において、前記硬質誘電体は、純石英、石英化合物、アルミナ、或
いはセラミックのいずれかであることが好ましい。
　本発明に係る導波路において、前記導波路基体は、アナログ回路部品として付加すべき
機能に応じた平面形状を有することが好ましい。
　本発明に係る導波路において、前記金属被覆層は、金属メッキによって形成された金属
メッキ層であることが好ましい。
　本発明に係る導波路において、前記金属メッキ層は、銅メッキによって形成された銅メ
ッキ層であることが好ましい。
　本発明に係る導波路において、前記金属被覆層は、前記金属メッキ層と前記導波路基体
との密着性を高める目的で形成された下地層を有することが好ましい。
【００１０】
　また、本発明に係る導波路製造方法は、電磁波を伝送する導波路の製造方法において、
硬質誘電体を加工して前記電磁波の伝播方向に延在する導波路基体を作製する工程と、前
記導波路基体の表面に金属被覆層を形成する工程と、を有し、前記導波路基体を、長辺を
ａ、短辺をｂ、前記電磁波の周波数をｆ、光速をｃ、前記硬質誘電体の比誘電率をεrと
したときに、
【数５】

を満足する伝播モードに応じた長さの前記長辺及び前記短辺を有する矩形の断面形状に形
成することが好ましい。
　本発明に係る導波路製造方法において、前記硬質誘電体として、純石英、石英化合物、
アルミナ、或いはセラミックのいずれかを用いることが好ましい。
　本発明に係る導波路製造方法において、前記硬質誘電体を加工して、アナログ回路部品
として付加すべき機能に応じた平面形状を有する導波路基体を作製することが好ましい。
　本発明に係る導波路製造方法において、前記導波路基体の表面に、前記金属被覆層とし
て金属メッキによる金属メッキ層を形成することが好ましい。
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　本発明に係る導波路製造方法において、前記金属メッキ層として、銅メッキによる銅メ
ッキ層を形成することが好ましい。
　本発明に係る導波路製造方法において、前記導波路基体の表面に、前記金属メッキ層と
前記導波路基体との密着性を高める目的で下地層を形成した後、前記下地層の表面に前記
金属メッキ層を形成することが好ましい。

【００１１】
　また、本発明に係る導波路実装構造は、上記の導波路が、回路基板の表面に設けられた
溝部或いは前記回路基板の内部に埋め込み実装される、または前記回路基板の表面に表面
実装されることを特徴とする。
　また、本発明に係る導波路実装方法は、上記の導波路を回路基板の表面に設けられた溝
部に埋め込み実装する工程、或いは前記導波路を前記回路基板の内部に埋め込み実装する
工程、或いは前記導波路を前記回路基板の表面に表面実装する工程を有することを特徴と
する。
　さらに、本発明に係る高周波通信モジュールは、上記の導波路実装構造によって構成さ
れたアナログフロントエンドを備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
 本発明によれば、従来の中空導波路、誘電体導波路、ＳＩＷなどと比較して、小型化及
び低損失化を実現可能な導波路、導波路製造方法、導波路実装構造、導波路実装方法及び
高周波通信モジュールを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本実施形態に係る導波路１の斜視図（ａ）と断面図（ｂ）である。
【図２】純石英の導波路基体１０を備えた導波路１のカットオフ周波数のａ依存性を測定
した結果を示す図である。
【図３】純石英の導波路基体１０を備えた導波路１の伝送損失のａ依存性を測定した結果
を示す図である。
【図４】純石英の導波路基体１０を備えた導波路１の伝送損失のｂ依存性を測定した結果
を示す図である。
【図５】幅寸法ａが２ｍｍ、厚さ寸法ｂが１ｍｍに設定された純石英の導波路基体１０を
備えた導波路１の伝送損失の周波数依存性を測定した結果を示す図である。
【図６】幅寸法ａが２ｍｍ、厚さ寸法ｂが０．５ｍｍに設定された純石英の導波路基体１
０を備えた導波路１の伝送損失の周波数依存性を測定した結果を示す図である。
【図７】幅寸法ａが２ｍｍ、厚さ寸法ｂが０．１ｍｍに設定された液晶ポリマーを用いた
従来の誘電体導波路の伝送損失の周波数依存性を測定した結果を示す図である。
【図８】導波路基体１０の断面形状の変形例を示す図である。
【図９】導波路基体１０の平面形状の変形例を示す図である。
【図１０】本実施形態に係る導波路１の製造方法を示す図である。
【図１１】本実施形態に係る導波路１の実装構造を示す図である。
【図１２】本実施形態に係る導波路１の実装方法を示す図である。
【図１３】本実施形態に係るミリ波通信モジュール１００の回路構成図である。
【図１４】ミリ波通信モジュール１００の実装構造を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
 以下、図面を参照しながら、本発明の一実施形態について説明する。
　図１（ａ）は、本実施形態に係る導波路１の斜視図であり、図１（ｂ）は、本実施形態
に係る導波路１の断面図である。これらの図に示すように、本実施形態に係る導波路１は
、硬質誘電体からなり、ミリ波等の電磁波の伝播方向に延在すると共に矩形の断面形状を
有する棒状の導波路基体１０と、この導波路基体１０の表面に形成された金属被覆層２０
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とから構成されている。
【００１５】
 導波路基体１０の構成材料である硬質誘電体は、従来の誘電体導波路に使用されていた
液晶ポリマー等の高分子誘電体と比較して、誘電率が大きく（誘電正接tanδが小さく）
且つ硬度が高い誘電体である。このような硬質誘電体としては、例えば純石英、石英化合
物、アルミナ、或いはセラミックのいずれかを用いることが好ましいが、これらに限定さ
れるものではなく、他の硬質誘電体を用いても良い。以下では、硬質誘電体として純石英
（比誘電率εr＝３．８２、誘電正接tanδ＝０．０００５３）を用いる場合を想定する。
【００１６】
 金属被覆層２０は、導波路基体１０の表面に金属メッキによって形成された金属メッキ
層である。この金属メッキ層は、銅メッキによって形成された銅メッキ層であることが好
ましいが、これに限定されるものではなく、銅以外の金属による金属メッキ層であっても
良い。また、この金属被覆層２０は、単層構造に限らず、多層構造としても良い。また、
金属メッキに限らず、スパッタリングや蒸着等の他の手段によって金属被覆層２０を形成
しても良い。
【００１７】
　このような構成の導波路１においては、導波路基体１０の幅寸法ａと厚さ寸法ｂの設定
により、電磁波を特定の伝播モードで伝播させることができる。例えば、下記（１）式を
満足するように、導波路基体１０の幅寸法ａと厚さ寸法ｂを設定する（具体的には幅寸法
ａ＞厚さ寸法ｂとする）ことにより、電磁波を例えばＴＥ１０モードで伝播させることが
できる。なお、下記（１）式において、ｆは電磁波の周波数、ｃは光速、εrは硬質誘電
体の比誘電率である。

【００１８】
【数１】

【００１９】
 本願発明者は、上記構成の導波路１の各種特性を測定し、従来の導波路に対する優位性
について検証した。以下、その検証結果について説明する。
【００２０】
 図２は、純石英からなる導波路基体１０の厚さ寸法ｂを１ｍｍ、金属被覆層２０（銅メ
ッキ層）の厚さを０．３μｍ以上として、導波路基体１０の幅寸法ａとカットオフ周波数
との関係（つまりカットオフ周波数のａ依存性）を、２つの伝播モード（ＴＥ１０モード
、ＴＥ２０モード）のそれぞれについて測定した結果である。この測定結果から、本実施
形態の導波路１を６０～７０ＧＨｚ帯のミリ波通信に適用する場合、導波路基体１０の幅
寸法ａを１．２６ｍｍ以上２．１９ｍｍ以下に設定すれば良いことがわかる。
【００２１】
 図３は、純石英からなる導波路基体１０の厚さ寸法ｂを１ｍｍ、金属被覆層２０（銅メ
ッキ層）の厚さを０．３μｍ以上として、６０ＧＨｚ帯の伝送損失と導波路基体１０の幅
寸法ａとの関係（つまり伝送損失のａ依存性）を測定した結果である。この測定結果から
、導波路基体１０の幅寸法ａが大きくなるほど、６０ＧＨｚ帯の伝送損失が小さくなるこ
とがわかる。
【００２２】
 図４は、純石英からなる導波路基体１０の幅寸法ａを２ｍｍ、金属被覆層２０（銅メッ
キ層）の厚さを０．３μｍ以上として、６０ＧＨｚ帯の伝送損失と導波路基体１０の厚さ
寸法ｂとの関係（つまり伝送損失のｂ依存性）を測定した結果である。この測定結果から
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、導波路基体１０の厚さ寸法ｂが大きくなるほど、６０ＧＨｚ帯の伝送損失が小さくなる
ことがわかる。
【００２３】
 以上の測定結果を踏まえ、幅寸法ａが２ｍｍ、厚さ寸法ｂが１ｍｍに設定された純石英
の導波路基体１０を備えた導波路１の伝送損失の周波数依存性を測定した結果を図５に示
す。また、幅寸法ａが２ｍｍ、厚さ寸法ｂが０．５ｍｍに設定された純石英の導波路基体
１０を備えた導波路１の伝送損失の周波数依存性を測定した結果を図６に示す。これらの
測定結果から、導波路基体１０の幅寸法ａと厚さ寸法ｂを適切に設定することにより、６
０ＧＨｚ帯での伝送損失を最小にできることがわかる。さらに、導波路基体１０の厚さ寸
法ｂを大きくするほど、６０ＧＨｚ帯での伝送損失をより小さくできることもわかる。
【００２４】
 一方、図７は、幅寸法ａが２ｍｍ、厚さ寸法ｂが０．１ｍｍに設定された液晶ポリマー
（比誘電率εr＝３．１６、誘電正接tanδ＝０．００３）を用いた従来の誘電体導波路の
伝送損失の周波数依存性を測定した結果である。この測定結果から、液晶ポリマーを用い
た従来の誘電体導波路は、本実施形態の導波路１と比較して、６０ＧＨｚ帯での伝送損失
が非常に大きいことがわかる。
【００２５】
 このように、液晶ポリマーを用いた従来の誘電体導波路の伝送損失が大きい理由は、厚
さ寸法ｂを大きくすることができず、また、純石英等の硬質誘電体からなる導波路基体１
０と比較して、誘電正接tanδが大きいためと考えられる。これに対して、硬質誘電体か
らなる導波路基体１０は、寸法の設計自由度が高く、また、誘電正接tanδも小さいので
、幅寸法ａと厚さ寸法ｂを適切に設定することにより、所望の周波数帯域での伝送損失を
最小化することができる。
【００２６】
 また、既に述べたように、従来の中空導波路は、誘電体による波長短縮効果を得られな
いため、寸法が大きくなる。本願発明者の試算によると、例えば、本実施形態の導波路１
と同程度のカットオフ周波数を中空導波路で実現するためには（換言すれば、中空導波路
を６０ＧＨｚ帯のミリ波通信に適用するためには）、中空導波路の幅を約３．７ｍｍとす
る必要があり、本実施形態の導波路１（幅寸法ａ＝２ｍｍ）に対して約２倍の大きさとな
る。つまり、本実施形態の導波路１は、従来の中空導波路より小型化を実現できる。
【００２７】
 また、既に述べたように、従来のＳＩＷは、小型化を実現できるが、銅損及び誘電体損
の他、電磁放射損と表面波励振損等の発生によって伝送損失が大きい。これに対して、本
実施形態の導波路１は、電磁放射損と表面波励振損が発生しないので、ＳＩＷと比較して
も伝送損失を小さくできる。
【００２８】
 以上のように、本実施形態の導波路１は、従来の中空導波路、液晶ポリマーを用いた誘
電体導波路、ＳＩＷなどと比較して、小型化及び低損失化を実現でき、以下で説明するミ
リ波通信モジュール１００のアナログフロントエンド１１０を構成する部品として要求さ
れる性能を満たすことができる。
【００２９】
 なお、上記実施形態では、矩形の断面形状を有する導波路基体１０を用いる場合を例示
したが、例えば、図８（ａ）に示すような梯形（台形）の断面形状を有する導波路基体１
１、図８（ｂ）に示すような円形の断面形状を有する導波路基体１２、或いは図８（ｃ）
に示すような楕円形の断面形状を有する導波路基体１３を用いても良い。
【００３０】
 また、例えば、図９（ａ）及び（ｂ）に示すように、アナログ回路部品として付加すべ
き機能に応じた平面形状を有する導波路基体１４、１５を用いても良い。このように、電
磁波の伝播方向に対して幅が変化したり、湾曲部分が存在するような平面形状を有する導
波路基体１４、１５を用いることにより、例えばフィルターや共振器等のアナログ回路部
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品としての機能を導波路１に付加させることができる。
【００３１】
 また、上記実施形態では、導波路基体１０の表面に金属被覆層２０として金属メッキ層
（例えば銅メッキ層）を形成する場合を例示したが、導波路基体１０の表面に、金属メッ
キ層と導波路基体１０との密着性を高める目的で下地層を形成した後、その下地層の表面
に金属メッキ層を形成しても良い。また、金属メッキ層の表面酸化を防止する目的で、金
メッキによる金メッキ層を金属メッキ層の表面に形成しても良い。
【００３２】
　次に、上述した導波路１の製造方法について説明する。
　本実施形態の導波路１の製造方法は、硬質誘電体を加工して、電磁波の伝播方向に延在
する導波路基体１０を作製する加工工程と、この加工工程から得られた導波路基体１０の
表面に金属被覆層２０を形成する被覆層形成工程とを有する。図１０（ａ）に示すように
、まず、加工工程では、純石英からなるガラス基板をレーザー加工することにより、例え
ば幅寸法ａ＝２ｍｍ、厚さ寸法ｂ＝０．５ｍｍの矩形の断面形状を有する棒状の導波路基
体１０を作製する。
【００３３】
 この加工工程において、導波路基体１０の断面形状を矩形ではなく、図８に示したよう
に、梯形、円形、或いは楕円形のいずれかの形状に加工しても良い。また、導波路基体１
０の平面形状を、図９に示したように、アナログ回路部品として付加すべき機能に応じた
形状に加工しても良い。また、導波路基体１０の原材料である硬質誘電体として、純石英
以外の石英化合物、アルミナ、或いはセラミック等を用いても良い。
【００３４】
 続いて、被覆層形成工程では、図１０（ｂ）に示すように、矩形形状に加工された導波
路基体１０の表面に、無電解メッキによる厚さ０．３μｍ程度の無電解銅メッキ層２１を
形成し、さらに、図１０（ｃ）に示すように、無電解銅メッキ層２１の表面に、電解メッ
キによる厚さ１μｍ程度の電解メッキ層２２を形成することにより、導波路基体１０の表
面に金属被覆層２０を形成する。
【００３５】
 この被覆層形成工程において、導波路基体１０の表面に、金属メッキ層（ここでは、無
電解銅メッキ層２１と電解メッキ層２２の多層構造からなる銅メッキ層）と導波路基体１
０との密着性を高める目的でスパッタリング等により下地層（例えばチタン層）を形成し
た後、この下地層の表面に金属メッキ層を形成しても良い。また、金属メッキ層の表面酸
化を防止する目的で、金メッキによる金メッキ層を金属メッキ層の表面に形成しても良い
。
【００３６】
　次に、上述した導波路１の実装構造について説明する。
　本実施形態の導波路１は、図１１（ａ）に示すように、回路基板３０の表面に設けられ
た溝部３１或いは回路基板３０の内部に埋め込み実装することができ、また、回路基板３
０の表面に表面実装することができる。また、本実施形態の導波路１は硬質であるため、
図１１（ｂ）に示すように、導波路１の一部が回路基板３０の端部から突出するように表
面実装することもできる。
【００３７】
　なお、回路基板３０の溝部３１或いは内部に実装された導波路１と、例えば回路基板３
０の裏面に形成された配線パターン３２との接続には、図１１（ａ）に示すように、スル
ーホール３３を用いれば良い。この場合、スルーホール３３は、導波路１の金属被覆層２
０を貫通して導波路基体１０まで到達するように形成する必要がある。また、回路基板３
０に表面実装された導波路１と、同じ表面に形成された配線パターン３４とを接続するに
は、図１１（ｃ）に示すように、端部の金属被覆層２０を剥がして導波路基体１０を露出
させた状態で、導波路１を配線パターン３４上に接着剤シートを介して接着させれば良い
。
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【００３８】
　このような導波路１の実装方法は、導波路１を回路基板３０の表面に設けられた溝部３
１に埋め込み実装する工程、或いは導波路１を回路基板３０の内部に埋め込み実装する工
程、或いは導波路１を回路基板３０の表面に表面実装する工程を含むが、以下では、特に
導波路１を回路基板３０の内部に埋め込み実装する工程について説明する。
【００３９】
　図１２（ａ）に示すように、まず、第１のポリイミドシート４０の上面に第１の接着剤
シート５０を貼り合わせた後、図１２（ｂ）に示すように、導波路１と同じ厚さを有し、
導波路１の形状及び大きさに合わせて開口部６１が形成された第２のポリイミドシート６
０を第１の接着剤シート５０に貼り合わせる。そして、図１２（ｃ）に示すように、第２
のポリイミドシート６０の開口部６１に導波路１を埋め込んで第１の接着剤シート５０に
接着させる。
【００４０】
　そして、図１２（ｄ）に示すように、第２のポリイミドシート６０の上面及び導波路１
の上面に第２の接着剤シート７０を貼り合わせた後、第３のポリイミドシート８０を第２
の接着剤シート７０に貼り合わせることにより、内部に導波路１が埋め込まれた多層基板
（回路基板３０）を得る。この回路基板３０に加熱加圧キュア処理を施した後、導波路１
の断面が露出するように回路基板３０を切断して実装工程は終了する。なお、必要に応じ
て、導波路１と不図示の配線パターンとを接続させるためのスルーホールも形成する。
【００４１】
　次に、本実施形態に係るミリ波通信モジュール１００について説明する。
　図１３は、ミリ波通信モジュール１００の回路構成図である。この図に示すように、ミ
リ波通信モジュール１００は、例えば６０ＧＨｚ帯のミリ波信号をアナログ処理するアナ
ログフロントエンド１１０と、ベースバンド信号及びＩＦ信号（中間周波数信号）をデジ
タル処理するデジタルバックエンド１３０とを備えている。
【００４２】
　アナログフロントエンド１１０において、ローカルオシレータ１１１から出力されたロ
ーカル信号（ミリ波帯域の周波数を有する信号）は、第１のフェイズシフター１１２を介
して第１のミキサー１１３に入力される。第１のミキサー１１３には、上記のローカル信
号とデジタルバックエンド１３０から出力される送信ＩＦ信号（送信すべき情報を含む中
間周波数帯域の信号）が入力される。第１のミキサー１１３は、ローカル信号と送信ＩＦ
信号を混合（乗算）して、ミリ波帯域の送信ミリ波信号を生成する。
【００４３】
　第１のミキサー１１３から出力された送信ミリ波信号は、第１のバンドパスフィルター
１１４、パワーアンプ１１５及び第２のバンドパスフィルター１１６を経て、帯域制限処
理や増幅処理を施された後、デュプレクサー１１７に入力される。デュプレクサー１１７
は、送信ミリ波信号を第３のバンドパスフィルター１１８に出力する。デュプレクサー１
１７から出力された送信ミリ波信号は、第３のバンドパスフィルター１１８及びパワーデ
ィバイダー１１９を経て、送信アンテナ１２０から送信される。
【００４４】
　一方、受信アンテナ１２１によって受信された受信ミリ波信号は、第２のフェイズシフ
ター１２２、パワーディバイダー１１９及び第３のバンドパスフィルター１１８を経てデ
ュプレクサー１１７に入力される。デュプレクサー１１７は、受信ミリ波信号を第４のバ
ンドパスフィルター１２３に出力する。デュプレクサー１１７から出力された受信ミリ波
信号は、第４のバンドパスフィルター１２３、リニアアンプ１２４、第５のバンドパスフ
ィルター１２５を経て、帯域制限処理や増幅処理を施された後、第２のミキサー１２６に
入力される。
【００４５】
　第２のミキサー１２６には、帯域制限処理や増幅処理を施された後の受信ミリ波信号と
ローカルオシレータ１１１から出力されたローカル信号とが入力される。第２のミキサー
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１２６は、ローカル信号と受信ミリ波信号を混合して、受信ＩＦ信号（受信した情報を含
む中間周波数帯域の信号）を生成し、この受信ＩＦ信号をデジタルバックエンド１３０に
出力する。
【００４６】
　デジタルバックエンド１３０は、ＩＦ信号をデジタル処理するＩＦプロセッサ１３１と
、ベースバンド信号をデジタル処理するベースバンドプロセッサ１３２とから構成されて
いる。ＩＦプロセッサ１３１は、ベースバンドプロセッサ１３２から入力される送信ベー
スバンド信号（送信すべき情報を含むベースバンド帯域の信号）を、送信ＩＦ信号に周波
数変換してアナログフロントエンド１１０（第１のミキサー１１３）に出力する。
【００４７】
　また、このＩＦプロセッサ１３１は、アナログフロントエンド１１０（第２のミキサー
１２６）から入力される受信ＩＦ信号を、受信ベースバンド信号（受信した情報を含むベ
ースバンド帯域の信号）に周波数変換してベースバンドプロセッサ１３２に出力する。一
方、ベースバンドプロセッサ１３２は、送信すべき情報に変調処理及び符号化処理を施す
ことにより、送信ベースバンド信号を生成してＩＦプロセッサ１３１に出力すると共に、
ＩＦプロセッサ１３１から入力される受信ベースバンド信号に復調処理及び復号処理を施
すことにより、受信した情報を受信ベースバンド信号から抽出する。
【００４８】
　以上のように構成されたミリ波通信モジュール１００において、アナログフロントエン
ド１１０を構成する部品の内、ローカルオシレータ１１１、第１のミキサー１１３、パワ
ーアンプ１１５、リニアアンプ１２４及び第２のミキサー１２６を除く全て（信号伝送路
も含む）を、本実施形態の導波路１で構成することができる。信号伝送路以外の部品を導
波路１で構成する場合、前述のように、導波路基体１０の平面形状をアナログ回路部品と
して付加すべき機能に応じた形状とすれば良い。これにより、フェイズシフターやバンド
パスフィルター、デュプレクサー、パワーディバイダー、アンテナ等の機能を導波路１に
付加することができる。
【００４９】
　図１４は、ミリ波通信モジュール１００の実装構造を示す図である。図１４（ａ）に示
すように、ミリ波通信モジュール１００は、第１の回路基板１４０と、これに貼り合わさ
れた第２の回路基板１５０とから構成されている。第１の回路基板１４０には、デジタル
バックエンド１３０に相当する第１の回路ブロック１４１と、アナログフロントエンド１
１０を構成する部品の内、ローカルオシレータ１１１、第１のミキサー１１３、パワーア
ンプ１１５、リニアアンプ１２４及び第２のミキサー１２６からなる第２の回路ブロック
１４２が実装されている。
【００５０】
　また、図１４（ｂ）に示すように、第２の回路基板１５０には、アナログフロントエン
ド１１０を構成する部品の内、第１のフェイズシフター１１２、第１のバンドパスフィル
ター１１４、第２のバンドパスフィルター１１６、デュプレクサー１１７、第３のバンド
パスフィルター１１８、パワーディバイダー１１９、送信アンテナ１２０、受信アンテナ
１２１、第２のフェイズシフター１２２、第４のバンドパスフィルター１２３及び第５の
バンドパスフィルター１２５に相当する導波路１（単純な信号伝送路も含む）が埋め込み
実装されている。
【００５１】
　第１の回路基板１４０上の第１の回路ブロック１４１と第２の回路ブロック１４２は、
通常の配線パターン１４３によって電気的に接続されているが、第２の回路基板１５０に
導波路１で構成されたミリ波アナログ回路と、第１の回路基板１４０の第２の回路ブロッ
ク１４２は、第１の回路基板１４０と第２の回路基板１５０を貫通する結合器１４４によ
って電気的に接続されている。
【００５２】
　以上のような構成のミリ波通信モジュール１００によると、本実施形態の導波路１及び
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図１１に示した導波路１の実装構造によってアナログフロントエンド１１０を構成するこ
とにより、アナログフロントエンド１１０の小型化及び低損失化を実現でき、ひいてはモ
ジュール全体としての小型化及び低損失化（伝送効率の向上）を実現することができる。
　なお、図１３に示したミリ波通信モジュール１００の回路構成と、図１４に示したミリ
波通信モジュール１００の実装構造は、あくまで一例であり、本発明はこれに限定される
ものではない。
【符号の説明】
【００５３】
　１…導波路、１０…導波路基体、２０…金属被覆層、１００…ミリ波通信モジュール（
高周波通信モジュール）、１１０…アナログフロントエンド、１３０…デジタルバックエ
ンド

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】

【図８】 【図９】
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【図１２】 【図１３】
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